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除草剤ラウンドアップの発がん性に関する米国サンフランシスコ地裁の判決について 

 

 

米国サンフランシスコ地方裁判所は 2018年 8月 10日、米国モンサント社の除草剤「ラウンドアッ

プ」の使用が、がん発症につながったとして、モンサント社に 2億 89 百万ドル（約 320億円）の支

払いを命ずる判決を下しました。これに対しモンサント社は上訴する意向を明らかにしています。 

 

本訴訟は 2015年に国連の世界保健機関（WHO）の下部組織である国際がん研究機関（IARC）が、ラ

ウンドアップの有効成分であるグリホサートをグループ 2A（ヒトに対しておそらく発がん性がある）

に分類したことに基づいて起こされたものと思われます。 

 

グリホサートの安全性については、IARC と同じ国連の FAO/WHO 合同残留農薬専門家会議（JMPR）

が2016年5月に「食を通じてグリホサートがヒトに対して発がん性のリスクとなるとは考えにくい」

と発表しました。農薬に関しては、日本を含む各国の規制当局が、発がん性を含む様々な項目につい

ての適正なガイドラインに沿った多数の試験成績を基に、継続的かつ厳正に審査したうえで使用を

認可しています。 

 

日本では内閣府食品安全委員会が 2016 年 7 月に「神経毒性、発がん性、繁殖能に対する影響、催

奇形性及び遺伝毒性は認められなかった」と結論付けた評価書を発表しています。また、欧州では欧

州食品安全機関（EFSA）が 2015年 11月に「グリホサートは発がん性または変異原性を示さず、受精

能、生殖、胚発生に影響する毒性を持たない」、欧州化学物質庁（ECHA）が 2017年 3月に「グリホサ

ートは発がん性物質、変異原性物質あるいは生殖毒性と分類する基準に合致しない」という見解を示

しました。さらに、米国では米国環境保護庁（EPA）が 2017 年 12 月に「グリホサートはヒトに対し

て発がん性があるとは考えにくい」と結論付けた評価書案を公表しました。 

 

当社はこの判決が農薬規制当局の従来の判断に影響を与えるものではないと考えております。 

 

従いまして、製品ラベルに記載された注意事項を守り、安心してラウンドアップシリーズをお使い

いただきますようお願い申し上げます。 
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